
１．平成17年３月中間期の業績（平成16年10月１日～平成17年３月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △1,907円66銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における

仮定を前提にしております。実際の業績は、今後の様々な要因によって異なる可能性があります。 

平成17年９月期 個別中間財務諸表の概要 平成17年５月27日

上場会社名 オックス情報株式会社 上場取引所 
大阪証券取引所（ヘラク

レス市場） 

コード番号 2350 本社所在都道府県 東京都  

(URL http://www.ox-info.com)

代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 篠 原  猛 

問合せ先責任者 役職名 

取締役総務部・経

理部・関連事業部

管掌 

氏名 石 井 康 雄 ＴＥＬ  （03）5847－7222 

決算取締役会開催日 平成17年５月27日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日   － 単元株制度採用の有無 無 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年３月中間期 518 39.7 △155 － △154 －

16年３月中間期 371 12.7 57 △36.7 45 △34.7

16年９月期 1,162  451  389  

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

17年３月中間期 △741 － △5,079 20

16年３月中間期 28 △59.7 638 10

16年９月期 269  1,969 13

（注）①期中平均株式数 17年３月中間期 145,914株 16年３月中間期 44,206株 16年９月期 136,634株

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況   

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

 円 銭 円 銭

17年３月中間期 0 00     ――――――  

16年３月中間期 0 00     ――――――  

16年９月期     ―――――― 0 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年３月中間期 6,878 3,474 50.5 23,668 65

16年３月中間期 2,648 2,003 75.6 42,403 10

16年９月期 4,639 3,715 80.1 25,748 75

（注）①期末発行済株式数 17年３月中間期 146,777株 16年３月中間期 47,244株 16年９月期 144,284株

②期末自己株式数 17年３月中間期 －株 16年３月中間期 －株 16年９月期 －株

２．平成17年９月期の業績予想（平成16年10月1日～平成17年９月30日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 1,010  0  △280  0 00 0 00
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
(平成16年３月31日) 

当中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  924,022   1,860,565   853,746   

２ 受取手形  －   －   819   

３ 売掛金  253,009   463,610   700,381   

４ たな卸資産  1,744   2,978   7,688   

５ 未収入金  204,395   1,482,737   470,403   

６ 短期貸付金  210,000   535,000   460,000   

７ その他 ※２ 63,178   35,456   532,230   

流動資産合計   1,656,349 62.5  4,380,348 63.7  3,025,267 65.2 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１ 58,382           

 (1)建物 ※５     483,665   31,687   

 (2)土地 ※５     640,230   21,857   

 (3)その他       4,293   3,572   

 有形固定資産合計       1,128,189   57,117   

２ 無形固定資産           

 (1)ソフトウェア  541,885   346,495   616,092   

 (2)ソフトウェア仮勘
定  －   －   70,349   

 (3)その他  28,021   28,950   28,135   

無形固定資産合計  569,907   375,446   714,577   

３ 投資その他の資産           

 (1)投資有価証券  146,023   197,913   167,893   

 (2)関係会社株式 ※３ 166,400   396,400   607,400   

 (3)長期性預金  －   350,000   －   

 (4)その他  18,483   21,534   35,842   

投資その他の資産合
計  330,906   965,847   811,135   

固定資産合計   959,196 36.2  2,469,483 35.9  1,582,830 34.1 

Ⅲ 繰延資産   33,303 1.3  28,946 0.4  31,556 0.7

資産合計   2,648,850 100.0  6,878,778 100.0  4,639,654 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成16年３月31日) 

当中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  16,246   47,715   62,632   

２ 短期借入金  260,000   25,000   104,800   

３ １年以内返済予定
長期借入金 

※５ 33,469   99,102   32,467   

４ その他   94,160   131,203   239,197   

流動負債合計   403,876 15.3  303,020 4.4  439,096 9.4 

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付社債   200,000   2,460,000   460,000   

２ 長期借入金 ※５ 40,269   641,167   24,443   

３ その他  1,412   576   982   

固定負債合計   241,681 9.1  3,101,743 45.1  485,425 10.5 

負債合計   645,557 24.4  3,404,764 49.5  924,522 19.9 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   967,990 36.5  1,919,998 27.9  1,670,000 36.0 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  1,023,774   2,042,763   1,792,764   

資本剰余金合計   1,023,774 38.7  2,042,763 29.7  1,792,764 38.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 特別償却準備金  －   10,091   －   

２ 中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

 11,513   △498,860   252,357   

利益剰余金合計   11,513 0.4  △488,769 △7.1  252,357 5.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   13 0.0  22 0.0  10 0.0 

資本合計   2,003,292 75.6  3,474,014 50.5  3,715,132 80.1 

負債資本合計   2,648,850 100.0  6,878,778 100.0  4,639,654 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   371,315 100.0  518,732 100.0  1,162,836 100.0 

Ⅱ 売上原価   117,867 31.7  171,170 33.0  298,748 25.7 

売上総利益   253,447 68.3  347,561 67.0  864,088 74.3 

返品調整引当金繰
入額   － 68.3  5,657 1.1  7,152 0.6 

差引売上総利益   253,447 68.3  341,904 65.9  856,935 73.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   195,499 52.7  497,115 95.8  405,703 34.9 

営業利益又は営業
損失（△）   57,948 15.6  △155,210 △29.9  451,231 38.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  8,201 2.2  25,770 5.0  27,090 2.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  20,184 5.4  24,602 4.7  89,162 7.6 

経常利益又は経常
損失（△）   45,965 12.4  △154,042 △29.7  389,160 33.5 

Ⅵ 特別利益   3,262 0.8  －    5,137 0.4 

Ⅶ 特別損失 ※４  49 0.0  541,103 104.3  52 0.0 

税引前中間(当期)
純利益又は税引前
中間純損失（△） 

  49,178 13.2  △695,145 △134.0  394,245 33.9 

法人税、住民税及
び事業税   20,970 5.6  10,243 2.0  160,931 13.8 

法人税等調整額   －    35,737 6.9  △35,737 △3.0 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

  28,208 7.6  △741,126 △142.9  269,051 23.1 

前期繰越利益又は
前期繰越損失
（△） 

  △16,694   242,266   △16,694  

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

  11,513   △498,860   252,357  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

その他有価証券 

(1)有価証券 

その他有価証券 

(1)有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

－ 

  

(2)たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

商品 

同左 

 製品 

総平均法による原価法 

製品 

同左 

製品 

同左 

 仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

－ 

  

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却方法 (1)有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1)有形固定資産 

同左 

  

(1)有形固定資産 

同左 

  

 建物      ３～50年 

工具、器具及び備品 

        ４～８年 

  

  

  

  

  

  

 (2)無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売数量に基づく償却

額と３年を限度とする残存有

効期間に基づく均等配分額と

を比較し、いずれか大きい額

を償却する方法によっており

ます。 

(2)無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

(2)無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によ

っております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

３．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

(1)新株発行費 

同左 

(1)新株発行費 

同左 

 (2)社債発行費 

商法の規定により３年間で均

等償却しております。 

（追加情報） 

 第２期（自平成12年10月１日

至平成13年９月30日）におい

て、社債発行費（営業外費用

1,165千円）は支出時に全額費

用として処理しておりました

が、費用の期間配分をより適正

にするため、社債の償還期間と

商法の規定に鑑み、当期より３

年間の均等償却に変更しており

ます。 

 この変更に伴い、従来の方法

によった場合と比べ、経常利

益・税引前中間純利益はそれぞ

れ33,303千円多く計上されてお

ります。 

(2)社債発行費 

商法の規定により３年間で均

等償却しております。 

(2)社債発行費 

商法の規定により３年間で均

等償却しております。 

（追加情報） 

 第２期（自平成12年10月１日

至平成13年９月30日）におい

て、社債発行費（営業外費用

1,165千円）は支出時に全額費

用として処理しておりました

が、費用の期間配分をより適正

にするため、社債の償還期間と

商法の規定に鑑み、当期より３

年間の均等償却に変更しており

ます。 

 この変更に伴い、従来の方法

によった場合と比べ、経常利

益・税引前中間純利益はそれぞ

れ31,556千円多く計上されてお

ります。 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)退職給付引当金 

 平成16年３月30日開催の取締役

会において、退職金制度の廃止が

決議された後、当社社員団体と協

定し、平成16年３月31日をもって

退職金制度を廃止致しました。こ

れに伴い、制度廃止日を基準日と

して賃金規程に基づく自己都合に

よる要支給額を退職金として未払

金に計上し、退職給付引当金を全

額取崩しております。 

(2)      － 

  

  

(2)退職給付引当金 

 平成16年３月30日開催の取締役

会において、退職金制度の廃止が

決議された後、当社社員団体と協

定し、平成16年３月31日をもって

退職金制度を廃止致しました。こ

れに伴い、制度廃止日を基準日と

して賃金規程に基づく自己都合に

よる要支給額を支払い、支払い後

の残高を全額取崩しております。 

  

 － (3) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当期負担額を計上して

おります。 

 － (4) 返品調整引当金 

商品の返品に伴う損失に備え

るため、返品の実績率により損

失見込額を計上しております。 

(4) 返品調整引当金 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(2)消費税等の処理方法 

税抜方法によっております。 

(2)消費税等の処理方法 

同左 

(2)消費税等の処理方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

－ － － 

前中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

（中間貸借対照表）  

「未収入金」は、前中間会計期間まで、流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計

期間末において資産の総額の100分の５を超えたため区分

掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「未収入金」の金額は289千

円であります。  

「投資有価証券」は、前中間会計期間まで、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間会計期間末において資産の総額の100分の５を超え

たため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額は

41,339千円であります。  

前中間会計期間まで区分掲記していた「ソフトウェア

仮勘定」（当中間会計期間末の残高は8,793千円）は、当

中間会計期間末において資産の総額の100分の５以下とな

ったので、無形固定資産の「ソフトウェア」に含めて表

示することとしました。 

（中間貸借対照表） 

有形固定資産の「建物」及び「土地」は、前中間会計

期間まで、区分掲記しておりませんでしたが、当中間会

計期間末において資産の総額の100分の５を超えたため区

分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「建物」の金額は32,252千

円、「土地」の金額は21,857千円であります。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

－ 
（法人事業税における外形標準課税

制度の導入） 
－ 

  

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に基づき、法人事業税のう

ち付加価値割及び資本割4,760千円に

つきましては、「販売費及び一般管

理費」に計上しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

前事業年度末 
（平成16年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 22,983千円  29,721千円  24,598千円 

※２ 消費税等の取り扱い ※２ 消費税等の取り扱い ※２        － 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

同左   

※３ 関係会社株式 ※３        － ※３        － 

平成16年４月１日設立の子会社㈱クレ

ッシェンドに対する新株式払込金51,000

千円が含まれております。 

    

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。  

  

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

サイタックス㈱ 100,000 借入債務  

合  計 100,000 －  

債務保証 

次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。  

  

保証先 
金額 
（千円）

内容 

サイタックス㈱ 100,000 借入債務  

㈱日本證券新聞社 65,000 借入債務  

㈱日本證券新聞社 120,680 リース契約

合  計 285,680 －  

債務保証 

次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。  

  

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

サイタックス㈱ 83,200 借入債務  

㈱日本證券新聞社 65,000 借入債務  

㈱日本證券新聞社 135,161 リース契約

合  計 283,361 －  

※５        － 

     

     

     

     

     

     

     

※５ 担保資産及び担保付債務 

担保資産    

建物 410,693千円 

土地 618,372千円 

合計 1,029,066千円 

     

担保付債務    

１年内返済予定長期

借入金 

90,000千円 

長期借入金 640,000千円 

合計 730,000千円 

※５        － 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,066千円 

有価証券利息 58千円 

受取利息 7,389千円 

有価証券利息 76千円 

受取利息 6,919千円 

有価証券利息 221千円 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,577千円 

新株発行費 9,254千円 

社債発行費償却額 6,660千円 

支払利息 7,667千円 

新株発行費 7,908千円 

社債発行費償却額 8,944千円 

支払利息 4,549千円 

新株発行費 27,137千円 

社債発行費償却額 55,742千円 

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,771千円 

無形固定資産 68,216千円 

有形固定資産 7,797千円 

無形固定資産 72,408千円 

有形固定資産 3,659千円 

無形固定資産 157,846千円 

－ ※４ 特別損失の主要項目 － 

     

     

ソフトウェア評価損 290,142千円 

子会社株式評価損 231,000千円 
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① リース取引 

② 有価証券 

前中間会計期間末（平成16年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成17年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成16年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具、器具
及び備品 

15,979 4,825 11,153 

合  計 15,979 4,825 11,153 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具、器具
及び備品 

26,654 8,214 18,439 

合  計 26,654 8,214 18,439 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

工具、器具
及び備品 

29,501 6,992 22,508 

合  計 29,501 6,992 22,508 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,068千円 

１年超 8,227千円 

合計 11,296千円 

１年内 4,501千円 

１年超 14,304千円 

合計 18,805千円 

１年内 5,506千円 

１年超 17,338千円 

合計 22,844千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 1,614千円 

減価償却費相当額 1,529千円 

支払利息相当額 106千円 

支払リース料 3,308千円 

減価償却費相当額 3,234千円 

支払利息相当額 329千円 

支払リース料 3,767千円 

減価償却費相当額 3,696千円 

支払利息相当額 285千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左  同左  

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左  同左 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１株当たり純資産額 42,403円10銭

１株当たり中間純利

益金額 
638円10銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額 

630円23銭

１株当たり純資産額 23,668円65銭

１株当たり中間純損

失金額 
5,079円20銭

  

１株当たり純資産額 25,748円75銭

１株当たり当期純利

益金額 
1,969円13銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

1,935円05銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

当社は、平成16年４月19日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

   

   

   

   

   

   

１株当たり純資産額 8,887円89銭

１株当たり当期純利

益金額 
1,437円11銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

1,408円71銭

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

１株当たり中間純損失金額 
   

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
28,208 △741,126 269,051 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）(千円) 
28,208 △741,126 269,051 

普通株式の期中平均株式数（株） 44,206 145,914 136,634 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 552 － 2,406 

（うち新株予約権） (552) (－) (2,406) 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 平成15年12月18日定時株

主総会決議新株予約権

（新株予約権の数3,400

個、10,200株）、平成15

年12月18日定時総会決議

新株予約権（新株予約権

の数530個、1,590株）、

平成16年６月１日取締役

会決議円建転換社債型新

株予約権付社債（新株予

約権の数23個、2,100

株） 

－ 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

１．株式会社日本證券新聞社との株式交換 １．株式会社ニューテクノロジーとの株式 

交換 

 １．       － 

当社と株式会社日本證券新聞社は、事業

の拡大を図ることを目的として平成16年３

月17日開催の取締役会決議に基づき、平成

16年４月２日に株式会社日本證券新聞社が

当社の完全子会社となる株式交換契約を締

結しました。当契約に当たり簡易株式交換

制度を利用するため、株式交換承認株主総

会は開催しておりません。 

なお、株式会社日本證券新聞社におきま

しては、同年４月２日開催の株式交換承認

株主総会において同株式交換契約書の承認

を受けております。 

当社と株式会社ニューテクノロジーは、

事業の拡大を図ることを目的として平成17

年２月23日開催の取締役会決議に基づき、

平成17年２月23日に株式会社ニューテクノ

ロジーが当社の完全子会社となる株式交換

契約を締結しました。当契約に当たり簡易

株式交換制度を利用するため、株式交換承

認株主総会は開催しておりません。 

なお、株式会社ニューテクノロジーにお

きましては、同年３月10日開催の株式交換

承認株主総会において同株式交換契約書の

承認を受けております。 

 

(1) 株式交換契約の概要 

① 株式交換の内容 

当社は、株式会社日本證券新聞社

と商法第358条に定める方法により株

式交換を行いました。 

② 株式交換の日 

株式交換は平成16年５月11日に実

施しました。 

③ 株式交換に際して発行する株式及

び割当 

当社は、株式会社日本證券新聞社

との株式交換に際して、普通株式

1,016株を発行し、株式交換日の前日

最終の株式会社日本證券新聞社の株

主名簿に記載された株主に対して、

その所有する株式会社日本證券新聞

社の普通株式１株につき当社の株式

0.349株の割合をもって割当交付しま

した。 

④ 増加すべき資本金及び資本準備金額 

当社が、株式交換により、増加す

べき資本金は82百万円であり、増加

すべき資本準備金の額は、148百万円

であります。 

(1) 株式交換契約の概要 

① 株式交換の内容 

当社は、株式会社ニューテクノロジ

ーと商法第358条に定める方法により

株式交換を行っております。 

② 株式交換の日 

株式交換は平成17年４月12日に実施

しました。 

③ 株式交換に際して発行する株式及び

割当 

当社は、株式会社ニューテクノロジ

ーとの株式交換に際して、普通株式

1,000株を発行し、株式交換日の前日

最終の株式会社ニューテクノロジーの

株主名簿に記載された株主に対して、

その所有する株式会社ニューテクノロ

ジーの普通株式１株につき当社の株式

0.025株の割合をもって割当交付しま

した。 

④ 増加すべき資本金及び資本準備金額 

当社が、株式交換により、増加すべ

き資本金は30百万円であり、増加すべ

き資本準備金の額は、109百万円であ

ります。 
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前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

(2) 株式会社日本證券新聞社の概要 

① 主な事業内容 

日刊紙の発行 

② 売上高及び当期純損失（平成15年12

月期） 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成15年12月31日現在） 

売上高 692百万円 

当期純損失 47百万円 

資産合計 159百万円 

負債合計 238百万円 

資本合計 △79百万円 

(2) 株式会社ニューテクノロジーの概要 

① 主な事業内容 

ソフトウェアの開発・販売 

② 売上高及び当期純利益（平成16年８

月期） 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成16年８月31日現在） 

売上高 479百万円 

当期純利益 14百万円 

資産合計 143百万円 

負債合計 88百万円 

資本合計 55百万円 

 

２．円建転換社債型新株予約権付社債の転換 

平成16年１月30日に発行した平成21年満期

円建転換社債型新株予約権付社債につき、平

成16年５月17日に新株予約権行使が行われま

した。その内容は下記のとおりでありま

す。  

(1) 社債の減少額     200百万円  

(2) 資本金の増加額    100百万円  

(3) 資本準備金の増加額  100百万円  

(4) 株式の種類        普通株式  

(5) 増加した株式の数    1,459株 

２．円建転換社債型新株予約権付社債の転換 

平成16年12月２日に発行した平成21年満

期円建転換社債型新株予約権付社債につ

き、平成17年４月５日から平成17年４月26

日の間に新株予約権行使が行われました。

その内容は下記のとおりであります。  

(1) 社債の減少額    1,420百万円  

(2) 資本金の増加額    710百万円  

(3) 資本準備金の増加額  710百万円  

(4) 株式の種類        普通株式  

(5) 増加した株式の数    12,877株 

 ２．        － 
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前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

３．子会社の設立 

平成16年３月17日開催の当社取締役会にお

いて、下記の会社を当社のほか２社との共同

出資により設立することを決議し、平成16年

４月１日に設立しました。 

(1) 設立した会社の概況 

① 商号    株式会社クレッシェン

ド 

② 資本金   50百万円 

③ 事業の内容 株式を中心とした有価

証券投資情報のインタ

ーネット配信事業 

(2) 出資比率 

(3) 設立の目的 

同社は独自の手法に基づく企業財務格

付データを活用して株式投資情報をイン

ターネット及びモバイルコンテンツに配

信することを目的としております。 

当社 50.5％ 

株式会社ビーマップ 29.7％ 

株式会社シーエー・キャピタル 19.8％ 

 ３．       － ３．子会社の設立 

当社は、平成16年11月16日開催の当社取

締役会において、下記の会社を当社のほか

１社との共同出資により設立することを決

議し、基本合意書を交わした。 

(1) 設立する会社の概況 

① 商号    ＯＸ Ｒａｔｉｎｇ Ｌ

ＬＣ 

② 資本金   ＵＳ＄750,000 

③ 事業の内容 米国における当社ソフ

トウェアの販売および

当社企業財務格付情報

の販売 

(2) 出資比率 

(3)設立の目的 

同社は米国において日米上場企業財務

格付情報、並びに当社の信用リスク管理

ソフトウェアを本格的に販売し、米国市

場における信用リスク管理に対する需要

に応えていくことを目的としておりま

す。 

当社 86.7％ 

Horiko Capital  

Management LLC 
13.3％ 
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前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

４．株式分割について 

当社は、平成16年２月９日開催の取締役会

決議に基づき、株式分割による新株式を発行

しております。その内容は下記のとおりであ

ります。 

(1) 平成16年４月19日付をもって普通株式１

株につき３株の割合をもって分割する。 

分割方法 

平成16年２月27日最終の株主名簿及び実

質株主名簿に記載された株主の所有株式数

を、１株につき３株の割合をもって分割す

る。 

分割により増加する株式数 

普通株式     89,818株 

(2) 配当起算日  

平成16年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の１株当たり情報については、そ

れぞれ以下のとおりであります。 

前中間会計 

期間 

当中間会計 

期間 

前事業年度 

１株当たり

純資産 

１株当たり

純資産 

１株当たり

純資産 

7,723円14銭 14,615円96銭 8,887円89銭 

１株当たり

中間純利益 

１株当たり

中間純利益 

１株当たり

当期純利益 

625円73銭 213円60銭 1,437円11銭 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益 

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益 

600円67銭 210円96銭 1,428円06銭 

４．       － ４．        － 

 

- 17 -



前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

５．円建転換社債型新株予約権付社債の発行 

平成16年６月１日開催の当社取締役会に

おいて、平成21年満期円建転換社債型新株

予約権付社債の発行を決議しました。その

概要は次のとおりであります。  

(1) 発行総額  1,500百万円 

(2) 発行価額  社債額面金額の100％ 

    （社債額面金額20,000,000円） 

(3) 発行価格 （募集価格） 

        社債額面金額の100％ 

(4) 払込期日および発行日   

        平成16年６月18日 

(5) 償還期限  平成21年６月18日に社債

額面金額の100％で償還 

(6) 利率    本社債には、利息を付さ

ない 

(7) 本新株予約権の目的となる株式の種類

および数 

① 種類   当社普通株式 

② 数    本新株予約権の行使に

より当社が当社普通株

式を新たに発行又はこ

れに代えて当社の有す

る当社普通株式を移転

（以下、当社普通株式

の発行又は移転を当社

普通株式の「交付」と

総称する。）する数

は、行使請求に係る本

社債の発行価額の総額

を下記(9)②記載の転換

価額で除した数とす

る。但し、行使により

生じる１株未満の端数

は原則として切捨て、

現金による調整は行わ

ない。 

５．        － ５．円建転換社債型新株予約権付社債の発行 

平成16年11月16日開催の当社取締役会に

おいて承認された、平成21年満期円建転換

社債型新株予約権付社債の発行を行った。 

社債発行要領は以下の通りである。 

(4) 払込期日および発行日 

平成16年12月２日 

(5) 償還期限  平成21年12月２日に社債

額面金額の100％で償還 

(6) 利率    本社債には利息を付さな

い 

(7) 本新株予約権の目的となる株式の種類

および数 

① 種類   当社普通株式 

② 数    本新株予約権の行使によ

り当社が当社普通株式を

新たに発行又はこれに代

えて当社の有する当社普

通株式を移転（以下、当

社普通株式の発行又は移

転を当社普通株式の「交

付」と総称する。）する

数は、行使請求に係る本

社債の発行価額の総額を

下記(9)③記載の転換価

額で除した数とする。但

し、行使により生じる１

株の100分の１未満の端

数は切り捨て、原則とし

て現金による調整は行わ

ない。また、新株予約権

の行使により１株の100

分の１の整数倍の端株が

発生する場合、商法の定

める端株の買取請求権が

行使されたものとして現

金により精算する。 

(1) 発行総額 2,000百万円 

(2) 発行価額 社債額面金額の100％ 

  (社債額面金額20,000,000円)

(3) 発行価格 (募集価格) 

  社債額面金額の100％ 
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前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

(8) 本新株予約権の総数   75個 

(9) 本新株予約権の行使に際して払い込む

べき金額 

① 本社債の発行額と同額とする。 

② 本新株予約権の行使に際して払込を

なすべき１株あたりの金額（以下、

「転換価額」という。）は当初、

219,000円とする。 

 なお、商法第341条ノ３第１項第７

号および第８号により、本新株予約権

付社債の社債権者が本新株予約権を行

使したときは、本社債の全額の償還に

代えて当該本新株予約権の行使に際し

て払込をなすべき額の全額の払込があ

ったものとみなす。 

③ 転換価額は、本新株予約権付社債の

発行後、当社普通株式の時価を下回る

発行価額又は、処分価額をもって当社

普通株式を新たに発行又は当社の有す

る当社普通株式を処分する場合には、

次に定める算式をもって転換価額を調

整する。なお、次の算式において、

「既発行株式数」は当社の発行済普通

株式総数から、当社が保有する当社普

通株式を控除した数とする。 

＜算式＞  

また、当社は、当社普通株式の分割・

併合、又は時価を下回る価額をもって当

社普通株式に転換される証券若しくは転

換できる証券又は当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債を発行する場合等にも適宜転換

価額を調整する。 

(10) 本新株予約権の行使期間 

平成16年６月21日から平成21年６月17

日（日本時間）。（但し、本新株予約権

付社債の全部を期限前に償還する場合に

は、当該償還日に先立つ１銀行営業日

（日本時間）前まで。）  

        既発行 
株式数 

＋ 

新発行・ 
処分株式
数 

× 
１株当たりの 
発行・処分価
額 

調整後 
転換価
額 

＝ 
調整前 
転換価
額 

× 
時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

  (8) 本新株予約権の総数   100個 

(9) 本新株予約権の行使に際して払い込む

べき金額 

① 本社債の発行価額と同額とする。 

② 本新株予約権の行使に際して払込を

なすべき1株あたりの金額（以下、

「転換価額」という。）は、当初、

218,000円とする。 

 なお、商法第341条ノ３第１項第７

号および第８号により、本新株予約権

付社債の社債権者が本新株予約権を行

使したときは、本社債の全額の償還に

代えて当該本新株予約権の行使に際し

て払込をなすべき額の全額の払込があ

ったものとみなす。 

③ 転換価額は、本新株予約権付社債の

発行後、当社普通株式の時価を下回る

発行価額又は処分価額をもって当社普

通株式を新たに発行又は当社の有する

当社普通株式を処分する場合には、次

に定める算式をもって転換価額を調整

する。なお、次の算式において、「既

発行株式数」は、当社の発行済普通株

式総数から、当社が保有する当社普通

株式を除した数とする。 

＜算式＞ 

また、当社は、当社普通株式の分割・

併合、又は時価を下回る価額をもって当

社普通株式に転換される証券若しくは転

換できる証券又は当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債を発行する場合等にも適宜転換

価額を調整する。 

(10) 本新株予約権の行使期間 

平成16年12月３日から平成21年12月１

日（日本時間）。（但し、本新株予約権

付社債の全部を期限前に償還する場合に

は、当該償還日に先立つ１銀行営業日

（日本時間）前まで。） 

    
既発行
株式数 

＋ 

新発行・ 
処分株式
数 

×
１株当たりの 
発行・処分価
額 

調整後
転換価
額 

＝
調整前 
転換価
額 

× 

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数
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前中間会計期間 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

(11) 新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

(12) 発行場所 

中華人民共和国香港特別行政区 

(13) 資金の使途 

設備投資資金等に充当 

  (11) 本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない

ものとする。 

(12) 発行場所 

中華人民共和国香港特別行政区 

(13) 資金の使途 

発行手取概算額 金19億5,000万円は、

米国事業推進のためのシステム開発、米

国における市場開拓のための企業提携

（資本参加を含む）等の資金に充当する

予定であります。 

６．        － ６．        － ６．新株予約権の付与 

平成16年12月21日開催の第５期定時株主

総会における決議を受け、当社グループ取

締役、監査役および従業員に対して、商法

280条ノ21の規定による新株予約権を付与し

ております。 

この詳細については、「第４ 提出会社

の状況  １．株式等の状況  (2) 新株予

約権等の状況および（7）ストックオプショ

ン制度の内容」に記載しております。 

７．        － ７．        － ７．第三者割当増資による新株発行 

当社は、平成16年11月16日開催の当社取

締役会において承認された、第三者割当に

よる新株発行を行った。 

新株発行要領は以下の通りである。 

リーマン・ブラザーズ コマーシャル

コーポレーション アジア リミテッ

ド 

2,493株 

(10)新株発行による発行済株式総数の推移 

(1)発行株式数 普通株式 2,493株 

(2)発行価額 
１株につき

 金200,560円 

(3)発行価額の総額 金499,996,080円 

(4)資本組入額 
１株につき 

金100,280円 

(5)資本組入額の総額 金249,998,040円 

(6)申込期日 平成16年12月２日 

(7)払込期日 平成16年12月２日 

(8)配当起算日 平成16年10月１日 

(9)割当先及び株式数   

①増資前発行済株式総数 144,284株 

②増資による発行株式数 2,493株 

③増資後発行済株式総数 146,777株 
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